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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 102,774 112,731 117,674 214,216 238,988

経常利益又は損失(△) (百万円) 16 2,574 3,097 △523 3,993

中間(当期)純利益 (百万円) 3,766 1,022 126 898 1,135

純資産額 (百万円) 88,304 86,352 88,486 84,334 85,960

総資産額 (百万円) 181,297 190,424 190,589 180,661 190,751

１株当たり純資産額 (円) 1,214.90 1,188.09 1,217.52 1,160.30 1,182.74

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 51.83 14.07 1.75 12.36 14.42

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 44.92 12.19 1.45 10.72 12.15

自己資本比率 (％) 48.7 45.3 46.4 46.7 45.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 879 4,402 4,628 6,655 13,806

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,204 △7,416 △4,905 △7,031 △21,466

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,967 △896 △2,502 1,200 2,599

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 29,687 26,692 23,092 30,098 25,335

従業員数 (名) 49,037 55,698 51,655 49,318 54,622



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 第59期における潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 97,011 106,746 112,528 200,691 226,428

経常利益又は損失(△) (百万円) 425 2,294 4,494 △471 4,075

中間(当期)純利益 
又は純損失(△)

(百万円) 1,697 1,144 4,479 △740 1,668

資本金 (百万円) 29,912 29,912 29,912 29,912 29,912

発行済株式総数 (株) 72,694,752 72,694,752 72,694,752 72,694,752 72,694,752

純資産額 (百万円) 92,339 86,816 90,634 86,400 87,339

総資産額 (百万円) 166,529 187,369 188,169 179,218 186,318

１株当たり純資産額 (円) 1,270.41 1,194.47 1,247.07 1,188.72 1,201.71

１株当たり中間 
(当期)純利益 
又は純損失(△)

(円) 23.35 15.75 61.64 △10.19 21.75

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 20.24 13.65 51.19 ― 18.32

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 10.00 15.00

自己資本比率 (％) 55.4 46.3 48.2 48.2 46.9

従業員数 (名) 1,584 2,187 2,674 2,211 2,676



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

マレーシア所在のMITSUMI ELECTRONICS(B.P.)SDN.BHD.及びMITSUMI (SEGAMAT)SDN.BHD.は、それぞれ平

成16年12月9日及び平成17年3月12日付臨時株主総会にて清算決議を行い、当中間連結会計期間において、

清算手続きを実質的に結了しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門等に所属しているも

のであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、国内、在外の各社(一部在外子会社は除く)において労働組合が組織されておりま

すが、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業部門 従業員数(名)

情報通信機器 7,377

半導体デバイス 2,526

磁気及び光デバイス 11,489

機構部品 17,830

高周波部品 4,035

電源部品 6,003

全社(共通) 2,395

合計 51,655

従業員数(名) 2,674



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の高騰等の懸念材料がありました

が、企業収益の回復により民間設備投資が伸張し、雇用余剰感の解消により個人消費が好調に推移致し

ました結果、景気は拡大傾向となりました。また、世界経済につきましては、米国経済は大型ハリケー

ンによる自然災害、原油価格の高騰等がありましたが、個人消費は堅調さを維持し、欧州経済は輸出の

回復により景気の改善が見られ、アジア経済は中国経済の高成長の持続により好調裡に推移いたしまし

た。 

 当電子部品業界におきましては、PDP（プラズマディスプレーパネル）や液晶の薄型テレビの普及が

進み、DVD（デジタル多用途ディスク）レコーダ等のデジタル家電関連が伸張しました結果、生産高も

好調裡に推移いたしましたが、販売価格の低下が継続いたしました。 

 このような情勢のもとで、当社グループは、デジタル情報家電関連製品、携帯電話関連製品、自動車

関連製品、ゲーム関連製品等の受注増加に加え、半導体デバイスのファンダリー事業の受注増加があり

ました結果、連結売上高は1,176億7千4百万円（前年同期比 104.4％）となりました。 

 地域別では、日本向けが499億5千4百万円（前年同期比 119.3％）、アジア地域向けが524億1千7百万

円（前年同期比 103.4％）、欧州地域向けが88億3千万円（前年同期比 79.4％）、北米地域向けが64億

7千2百万円（前年同期比 71.6％）となりました。連結売上高に占める海外売上高は677億2千万円（前

年同期比95.6％）となり、海外売上高の割合は57.5％（前年同期 62.8％）となりました。 

 損益面につきましては、売上高が増加し、原価改善に努力いたしました結果、営業利益は31億3百万

円（前年同期比 125.3％）となりました。また、経常利益は30億9千7百万円（前年同期比120.3％）と

なり、中間純利益は連結子会社の清算に伴う為替換算調整勘定取崩額23億4千5百万円を特別損失に計上

しましたことから、1億2千6百万円（前年同期比 12.3％）となりました。 

 なお、マレーシアの製造子会社2社を事業環境の変化に伴う資本の集約を図るため清算手続を実施し

ておりますが、この清算に伴い親会社、製造子会社ともに損失は発生しておりません。 

 特別損失に計上した為替換算調整勘定取崩額23億4千5百万円は「外貨建取引等の会計処理に関する実

務指針」に基づき会計処理したものであり、株主資本をいささかも毀損するものではなく、連結株主資

本の合計額及び連結キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。 

  

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

①情報通信機器 

情報通信機器につきましては、コンピュータ関連市場においてテープドライブ関連のDDSドライ

ブ、AITドライブの受注拡大と品質向上を図るとともに、DVD±RWドライブの生産を増強し市場対応を

図りましたが、FDドライブの受注減少等の影響により、売上高は228億8千3百万円（前年同期比

92.7％）となりました。 

②半導体デバイス 

半導体デバイスにつきましては、リチウムイオン電池保護・充電用IC、薄型テレビ用のスイッチ

IC、 COB（Chip On Board）タイプのリチウムイオン電池保護モジュールの受注増加および千歳事業

所のファンダリー事業の受注増加により、売上高は212億1千6百万円（前年同期比131.6％）となりま

した。 



③磁気及び光デバイス 

磁気及び光デバイスにつきましては、トラバースメカニズムユニット等の受注拡大がありました

が、CD-RW用光ピックアップの生産中止等により売上高は149億1百万円（前年同期比83.5％）となり

ました。 

④機構部品 

機構部品につきましては、携帯端末用スイッチ、ゲーム関連製品や携帯電話用、デジタルカメラ

用、車載機器用のコネクタの受注増加により、売上高は246億4百万円（前年同期比115.6％）となり

ました。 

⑤高周波部品 

高周波部品につきましては、GPS用アンテナ、衛星デジタルラジオ用アンテナ、ゲーム用ワイヤレ

スアダプタの受注拡大により、売上高は192億8千7百万円（前年同期比104.6％）となりました。 

⑥電源部品 

電源部品につきましては、ゲーム関連市場向けの受注増加などにより、売上高は147億8千１百万円

（前年同期比102.9％）となりました。 

  

所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。 

①日本 

国内におきましては、ゲーム関連機器及び光ドライブが伸長し、さらに千歳事業所営業譲受けによ

る半導体事業の拡大により、売上高は591億7千7百万円(前年同期比122.9%)、営業利益は10億6千2百

万円(前年同期は17億7千5百万円の営業損失)となりました。 

②アジア 

アジアにおきましては、コネクタ及びパソコン関連部品の販売が伸長したものの、光ピックアップ

の減少により、売上高は453億9千4百万円（前年同期比93.3%）、営業利益は17億7千7百万円(前年同

期比41.4%)となりました。 

③欧州 

欧州におきましては、テープストレージデバイスの販売減少により売上高は83億3千7百万円(前年

同期比86.4%)となったものの、スイッチ及びFDドライブの収益率が改善し、営業利益は1億3千3百万

円(前年同期比109.9%)となりました。 

④北米 

北米におきましては、FDドライブ及び通信関連機器の販売が落ち込んだものの収益率は改善し、売

上高は47億6千5百万円(前年同期比76.1%)、営業利益は9千9百万円（前年同期は1億6百万円の営業損

失）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より22億4千3百万円減少（前

年同期は34億5百万円の減少）し、230億9千2百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは売上債権の増加、仕入債務の減少等がありましたが、経常利

益の増加、減価償却費の増加等により46億2千8百万円の収入（前年同期比105.1％）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出等により49億5百万円の支出

（前年同期比66.1％）となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金返済による支出、配当金の支払等により25億2百

万円の支出（前年同期比279.2％）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 22,780 93.5

半導体デバイス 21,214 131.5

磁気及び光デバイス 14,985 83.4

機構部品 24,376 113.6

高周波部品 19,261 103.9

電源部品 14,765 102.1

合計 117,383 104.0

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 24,541 99.6 5,338 96.3

半導体デバイス 21,523 127.5 4,022 101.2

磁気及び光デバイス 14,929 73.6 2,918 48.0

機構部品 26,010 115.0 6,751 132.9

高周波部品 19,683 100.9 5,799 105.0

電源部品 14,668 96.7 3,465 119.8

合計 121,356 101.9 28,296 97.3

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 22,883 92.7

半導体デバイス 21,216 131.6

磁気及び光デバイス 14,901 83.5

機構部品 24,604 115.6

高周波部品 19,287 104.6

電源部品 14,781 102.9

合計 117,674 104.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更または

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、経営基盤の強化と業績の向上を図るため、技術革新と市場環境の変化に対応した製品

開発を行うべく研究開発活動を行っております。 

当社の開発本部及び各事業本部の研究開発部門は、国内外の関係会社と密接な連携のもとで、新製品の

開発及び生産技術の研究を進めております。 

当中間連結会計期間における主な研究成果は、携帯電話機用レンズ自動焦点機構に用いられるアクチュ

エータの研究開発と量産化及び一定領域に超音波を発信し、反射波を受信することによって対象物の有無

や距離を測定する超音波センサの研究開発などであります。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、69億8千万円となっております。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは次のとおりであります。 

当会社の発行する株式の総数は２億株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式

数を減ずる。 

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日以降の新株予約権の行使により発行された株式数は含まれており

ません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  当社は、商法第341条ノ２の規定に基づき新株予約権付社債を発行しております。 

 
(注)  新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付された社債の全額の償還に代えて

新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約権が行使さ

れたときには、当該請求があったものとみなします。 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 72,694,752 72,694,752

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
フランクフルト 
証券取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 72,694,752 72,694,752 ― ―

2010年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債(平成17年1月31日発行)

中間会計期間末現在
(平成17年9月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 4,000 4,000

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,836,795 14,836,795

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,348 同左

新株予約権の行使期間
平成17年2月7日～
平成22年1月18日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1,348
資本組入額    674

同左

新株予約権の行使の条件 (注) 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項はありません。 同左

新株予約権付社債の残高(百万円) 20,000 20,000



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日

― 72,694 ― 29,912 ― 32,272



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

 
(注) 次の法人から大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している報告を受けておりますが、当中間

期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮して
おりません。 

氏名又は名称 住所 所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 東京都港区浜松町2丁目11-3 7,296 10.04

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 東京都中央区晴海1丁目8-11 6,178 8.50

森部 昌子 東京都調布市深大寺北町2丁目44-2 2,477 3.41
日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口4) 東京都中央区晴海1丁目8-11 1,839 2.53

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海1丁目8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーZ棟

1,706 2.35

カリヨンディーエムエイオーテ
ィシー(常任代理人 カリヨン
証券東京支店)

9, QUAI DU PRESIDENT PAUL DOUMER BUREAU 
9D VB 07076 92920 PARIS LA DEFENSE 
CEDEX FRANCE 
(東京都港区東新橋1丁目9-2 汐留住友ビル
15階)

1,467 2.02

モルガンホワイトフライヤーズ
エキュイティディリヴェイティ
ヴ(常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券決
済業務室)

902 MARKET STREET WILMINGTON, 
DELAWAREDE 1980 USA 
(東京都中央区日本橋兜町6-7)

1,345 1.85

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キュリティーズ(ジャパン)リミ
テッド(ビー・エヌ・ピー・パ
リバ証券会社)

東京都千代田区大手町1丁目7-2
東京サンケイビル

1,276 1.76

資産管理サービス信託銀行株式
会社(信託B口)

東京都中央区晴海1丁目8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーZ棟

1,170 1.61

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM  
(東京都千代田区丸の内2丁目7-1 カストデ
ィ業務部)

1,131 1.56

計 ― 25,888 35.61

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総
数に対する 
所有株式数の
割合(％)

報告義務発生日

ゴールドマン・サックス・ジ
ャパン・リミテッド 
          他3社

英国領バージン・アイランド、トル
トラ、ロード・タウン、ロマスコ・
プレイス、ウィックハムズ・ケイ、
私書箱3140

5,405 7.44 平成17年９月30日

ドイチェ・セキュリティー
ズ・リミテッド 東京支店 
          他5社

東京都千代田区永田町2丁目11-1
山王パークタワー

3,818 5.25 平成17年９月30日

モルガン・スタンレー・ジャ
パン・リミテッド 
          他9社

ケイマン諸島、グランドケイマン、
ジョージタウン、サウスチャーチ・
ストリート、ユグランドハウス私書
箱309号

9,051 12.45 平成17年９月20日

野村證券株式会社 
          他4社 東京都中央区日本橋1丁目9-1 4,039 5.56 平成17年８月31日

UBS証券会社 東京支店 
          他5社

東京都千代田区大手町1丁目5-1
大手町ファーストスクエア

3,007 4.14 平成17年５月31日

大和証券エスエムビーシー株
式会社 
          他4社

東京都千代田区丸の内1丁目8-1 1,381 1.90
平成17年３月31日

クレディ・スイス・ファース
ト・ボストン・セキュリティ
ーズ・ジャパン・リミテッド 
          他6社

香港、セントラル、チェイター・ロ
ード16-20 アレキサンドラ・ハウス
6階

2,630 3.62 平成15年12月31日

株式会社三菱東京フィナンシ
ャル・グループ 
          他4社

東京都千代田区丸の内2丁目4-1
丸の内ビルディング26階

2,962 4.08 平成15年７月31日

株式会社ユーエフジェイ銀行 
          他6社

愛知県名古屋市中区錦3丁目21-24 3,613 4.97 平成14年７月31日

フィデリティ投信株式会社 東京都中央区新川1丁目8-8 3,483 4.79 平成14年６月30日



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が24,500株(議決権245個)含

まれております。 
２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式18株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によっております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

16,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

72,590,600
725,906 ―

単元未満株式
普通株式

87,252
― ―

発行済株式総数 72,694,752 ― ―

総株主の議決権 ― 725,906 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ミツミ電機株式会社

東京都多摩市鶴牧二丁目
11番地2

16,900 ― 16,900 0.02

計 ― 16,900 ― 16,900 0.02

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,257 1,203 1,160 1,162 1,159 1,182

最低(円) 1,125 1,125 1,107 1,120 1,103 1,132



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月1日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府

令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間(平成16年４月1日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 28,184 23,526 27,092

 ２ 受取手形及び売掛金 62,734 68,852 66,414

 ３ 棚卸資産 30,598 26,338 24,980

 ４ 繰延税金資産 5,389 2,313 3,790

 ５ その他 3,700 3,473 3,630

   貸倒引当金 △257 △282 △276

    流動資産合計 130,349 68.5 124,221 65.2 125,632 65.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産
※１ 

 ２

  １ 建物及び構築物 12,143 13,391 13,237

  ２ 機械装置及び運搬具 23,050 24,305 25,457

  ３ 工具器具備品 10,601 10,315 10,277

  ４ 土地 5,671 6,200 6,195

  ５ 建設仮勘定 1,016 584 765

    有形固定資産合計 52,483 54,796 55,933

 (2) 無形固定資産 1,994 2,868 2,316

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 232 208 235

  ２ 繰延税金資産 4,581 7,461 5,518

  ３ その他 1,105 1,392 1,411

    貸倒引当金 △322 △359 △297

    投資その他の資産 5,597 8,702 6,868

    固定資産合計 60,075 31.5 66,367 34.8 65,118 34.1

    資産合計 190,424 100.0 190,589 100.0 190,751 100.0



   
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 46,264 42,507 44,372

 ２ 短期借入金 ※２ 9,605 10,269 9,333

 ３ 一年内償還予定の 

   転換社債
20,000 － －

 ４ 未払費用 3,129 4,813 3,951

 ５ 未払法人税等 1,345 857 1,378

 ６ 繰延税金負債 29 1 0

 ７ 賞与引当金 1,288 1,605 1,449

 ８ その他 6,144 4,753 4,650

    流動負債合計 87,807 46.1 64,807 34.0 65,136 34.1

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付社債 ― 20,000 20,000

 ２ 長期借入金 ※２ 8,180 9,815 11,810

 ３ 繰延税金負債 2,108 676 1,274

 ４ 退職給付引当金 5,043 6,044 5,562

 ５ 役員退職慰労引当金 932 758 1,008

    固定負債合計 16,264 8.6 37,294 19.6 39,655 20.8

    負債合計 104,071 54.7 102,102 53.6 104,791 54.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 29,912 15.7 29,912 15.7 29,912 15.7

Ⅱ 資本剰余金 33,274 17.5 33,274 17.4 33,274 17.4

Ⅲ 利益剰余金 38,914 20.4 37,790 19.8 38,842 20.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2 0.0 △0 △0.0 4 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 △15,734 △8.3 △12,469 △6.5 △16,053 △8.4

Ⅵ 自己株式 △17 △0.0 △21 △0.0 △20 △0.0

    資本合計 86,352 45.3 88,486 46.4 85,960 45.1

    負債及び資本合計 190,424 100.0 190,589 100.0 190,751 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 112,731 100.0 117,674 100.0 238,988 100.0

Ⅱ 売上原価 103,140 91.5 107,237 91.1 220,138 92.1

   売上総利益 9,590 8.5 10,436 8.9 18,849 7.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 7,112 6.3 7,333 6.3 14,237 6.0

   営業利益 2,477 2.2 3,103 2.6 4,611 1.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 95 160 251

 ２ 法人税等還付加算金 4 － －

 ３ 為替差益 393 304 152

 ４ その他 279 772 0.7 198 663 0.6 523 927 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 100 168 238

 ２ 治工具・金型等除却損 404 348 925

 ３ クレーム等損失 ― 78 ―

 ４ その他 170 675 0.6 74 669 0.6 381 1,545 0.6

   経常利益 2,574 2.3 3,097 2.6 3,993 1.7

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ― ― ― － － － 135 135 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 特別退職金 ― 892 350

 ２ 固定資産廃棄損
※２

― ― 266

 ３ 棚卸資産廃棄損 121 ― 121

 ４ 過年度特許権使用料 50 ― 50

 ５ 為替換算調整勘定取崩額 ― 171 0.2 2,345 3,238 2.7 － 789 0.3

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益又は純損失(△)

2,403 2.1 △140 △0.1 3,338 1.4

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,110 861 2,038

   過年度法人税、住民税  
   及び事業税還付額

△34 ― △34

   法人税等調整額 305 1,380 1.2 △1,128 △267 △0.2 199 2,203 0.9

   中間(当期)純利益 1,022 0.9 126 0.1 1,135 0.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 33,274 33,274 33,274

Ⅱ 資本剰余金

  中間期末(期末)残高
33,274 33,274 33,274

   (利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 38,618 38,842 38,618

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 1,022 1,022 126 126 1,135 1,135

Ⅲ 利益剰余金減少高

  １ 配当金 726 1,090 726

  ２ 取締役賞与金 － 88 －

  ３  連結子会社減少による 

     利益剰余金減少高
－ 726 － 1,178 185 912

Ⅳ 利益剰余金

  中間期末(期末)残高
38,914 37,790 38,842



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益又は純損失(△)

2,403 △140 3,338

 ２ 減価償却費 6,011 6,643 13,516

 ３ 貸倒引当金の 
   増加・減少(△)額

△12 64 △11

 ４ 退職給付引当金の増加額 618 467 1,146

 ５ 役員退職慰労引当金の 
   増加・減少(△)額

37 △249 113

 ６ 受取利息及び受取配当金 △95 △161 △252

 ７ 支払利息 100 168 238

 ８ 社債発行費 ― ― 80

 ９ 為替差損 326 353 103

 10 有形固定資産売却益(△)・ 
   売却損

△31 △17 11

 11 有形固定資産除却・廃棄損 404 348 1,192

 12 投資有価証券売却益 ― △8 ―

 13 売上債権の増加額 △5,905 △2,088 △9,908

 14 棚卸資産の増加(△)・ 
   減少額

△5,233 △1,065 617

 15 仕入債務の増加・減少 
   (△)額

6,611 △2,411 5,184

 16 未収消費税等の増加額 △111 △50 △56

 17 未払消費税等の増加額 7 13 182

  18 役員賞与の支払額 ― △88 ―

  19 為替換算調整勘定取崩額 ― 2,345 ―

 20 その他資産の減少額 459 578 34

 21 その他負債の増加・ 
   減少(△)額

△245 2,197 487

    小計 5,346 6,897 16,020

 22 利息及び配当金の受取額 85 154 254

 23 利息の支払額 △98 △168 △235

 24 法人税等の支払額 △929 △1,363 △1,882

 25 特別退職金の支払 ― △892 △350

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

4,402 4,628 13,806



 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
    キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △3,341 △363 △3,930

 ２ 定期預金の払戻による収入 3,589 1,703 3,977

 ３ 貸付金の回収による収入 0 1 1

 ４ 有形固定資産の 
   取得による支出

△7,854 △5,453 △14,360

 ５ 有形固定資産の 
   売却による収入

668 148 1,753

 ６ 無形固定資産の 
   取得による支出(純額)

△477 △971 △1,053

 ７ 投資有価証券の取得 
   による支出

― △1 ―

  ８ 投資有価証券の売却 
    による収入

― 30 ―

  ９ 営業譲受に伴なう支出
※２

― ― △7,851

 10 その他 △0 ― △2

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△7,416 △4,905 △21,466

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 長期借入による収入 ― ― 5,000

  ２ 長期借入金返済による支出 △169 △1,412 △1,588

  ３ 新株予約権付社債の発行  
       による収入

― ― 19,919

 ４ 転換社債の償還による支出 ― ― △20,000

 ５ 自己株式の取得による 
   支出(純額)

△1 △1 △4

 ６ 配当金の支払額 △725 △1,088 △726

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△896 △2,502 2,599

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

503 536 298

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  減少額

△3,405 △2,243 △4,762

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  期首残高

30,098 25,335 30,098

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高

※１ 26,692 23,092 25,335



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1)連結子会社   20社

  主要な連結子会社名

   TAIPEI MITSUMI 

   CO.,LTD.

MITSUMI 

PHILIPPINES, INC.

CEBU MITSUMI, INC.

   珠海三美電機有限公

司

   青島三美電機有限公

司

   天津三美電機有限公

司

MITSUMI 

ELECTRONICS CORP.

(1)連結子会社   17社

  主要な連結子会社名

   TAIPEI MITSUMI 

   CO.,LTD.

MITSUMI 

PHILIPPINES, INC.

CEBU MITSUMI, INC.

   珠海三美電機有限公

司

   青島三美電機有限公

司

   天津三美電機有限公

司

MITSUMI 

ELECTRONICS CORP.

(1) 連結子会社   19社

  連結子会社の名称は、

「第１ 企業の概況４

関係会社の状況」に記載

しているため、省略して

おります。

    なお、MITSUMI 

TRADING CO., LTD.は、

当連結会計年度に清算を

結了しておりますので、

損益計算書のみ連結して

おります。

  なお、MITSUMI 

ELECTRONICS(B.P.)

SDN.BHD.およびMITSUMI 

(SEGAMAT) SDN.BHD.の２

社は、当中間連結会計期

間に実質的に清算を結了

しておりますので、損益

計算書のみ連結しており

ます。

(2) 非連結子会社の名称等

株式会社エムジーアイ

  上記１社は、小規模会

社であり、総資産、売上

高、中間純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連

結の範囲から除外してお

ります。

(2) 非連結子会社の名称等

 同 左

(2) 非連結子会社の名称等

株式会社エムジーアイ

  上記１社は、小規模会

社であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の

範囲から除外しておりま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

 関連会社はありません。 

 また、上記非連結子会社

１社は、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)

等に対する影響が軽微であ

り、かつ全体として重要な

影響を及ぼしていないた

め、持分法を適用せず、原

価法により評価しておりま

す。

 同 左

 

 関連会社はありません。 

 また、上記非連結子会社

１社は、当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)

等に対する影響が軽微であ

り、かつ全体として重要な

影響を及ぼしていないた

め、持分法を適用せず、原

価法により評価しておりま

す。

３ 連結子会社の中間

決算日等(事業年

度等)に関する事

項

 連結子会社のうち、珠海

三美電機有限公司他３社の

中間決算日は６月30日であ

りますが、連結決算に際し

ては、中間連結決算日で仮

決算を行っております。

 同 左  連結子会社のうち、珠海

三美電機有限公司他３社の

決算日は12月31日でありま

すが、連結決算に際して

は、連結決算日で仮決算を

行っております。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    中間連結会計期間

末日の市場価格等に

基づく時価法(評価

差額は全部資本直入

法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算定)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

同 左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    連結会計年度末日

の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額

は全部資本直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    移動平均法に基づ

く原価法

   時価のないもの

同 左

   時価のないもの

同 左

 (ロ)棚卸資産

   製品、仕掛品：総平

均法又は移動平均法に

基づく原価法

 (ロ)棚卸資産

同 左

 (ロ)棚卸資産

同 左

   原材料、貯蔵品：主

として最終仕入原価法

に基づく原価法

      

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

   資産の種類、構造、

用途別に見積られる耐

用年数に基づく定率法

によっております。た

だし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)

及び一部の在外連結子

会社は定額法によって

おります。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

同 左

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

同 左

 

 (ロ)無形固定資産

   資産の種類、用途別

に見積られる耐用年数

に基づく定額法によっ

ております。ただし、

自社利用のソフトウェ

アにつきましては、社

内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法によっております。

 (ロ)無形固定資産

同 左

 (ロ)無形固定資産

同 左

 (ハ)長期前払費用

 ――――――

 (ハ)長期前払費用

   定額法によっており

ます。なお、償却期間

は５年であります。

 (ハ)長期前払費用

同 左

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

 ――――――

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

 ――――――

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

 社債発行費   

   社債発行費は、支出

時に全額費用として処

理しております。な

お、連結損益計算書

上、営業外費用のその

他に含めて表示してお

ります。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため当社

及び国内連結子会社

は、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産

更生債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を

計上しております。在

外連結子会社は、個別

見積りによる回収不能

見込額を計上しており

ます。

(4) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

同 左

(4) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

同 左

 (ロ)賞与引当金

   当社、国内連結子会

社及び一部の在外連結

子会社は従業員に対す

る賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額

のうち当中間連結会計

期間に対応する金額を

引当計上しておりま

す。

 (ロ)賞与引当金

同 左

 (ロ)賞与引当金

   当社、国内連結子会

社及び一部の在外連結

子会社は従業員に対す

る賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額

のうち当連結会計年度

に対応する金額を引当

計上しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当社及び

国内連結子会社は当連

結会計年度末における

退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。ま

た、一部の在外連結子

会社は、従業員に対す

る退職金の支出に備え

るため、中間連結会計

期間末要支給額の全額

を引当計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更

時差異(12,579百万円

のうち、退職給付信託

設定 による償却額

2,279百万円を除いた

残額10,300百万円)に

ついては15年による按

分額を費用処理してお

ります。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理して

おります。

 (ハ)退職給付引当金

同 左

 (ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当社及び

国内連結子会社は当連

結会計年度末における

退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき

計上しております。ま

た、一部の在外連結子

会社は、従業員に対す

る退職金の支出に備え

るため、連結会計年度

末要支給額の全額を引

当計上しております。 

 なお、会計基準変更

時差異(12,579百万円

のうち、退職給付信託

設定 によ る償却額

2,279百万円を除いた

残額10,300百万円)に

ついては15年による按

分額を費用処理してお

ります。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理して

おります。

 (ニ)役員退職慰労引当金

   当社は役員の退職慰

労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金に

関する内規に基づく中

間連結会計期間末要支

給額を引当計上してお

ります。

 (ニ)役員退職慰労引当金

同 左

 (ニ)役員退職慰労引当金

   当社は役員の退職慰

労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金に

関する内規に基づく連

結会計年度末要支給額

を引当計上しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。なお、在外連結子会

社の資産及び負債は、中

間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整

勘定に含めて表示してお

ります。

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

同 左

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外連結子会社の資

産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めて

表示しております。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同 左

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同 左

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

   先物為替予約を行っ

ており、為替予約が付

されている外貨建金銭

債権については、振当

処理を行っておりま

す。

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

同 左

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

同 左

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

(ヘッジ手段) 為替予約

(ヘッジ対象) 外貨建金

銭債権

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

同 左

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

同 左

 (ハ)ヘッジ方針

   外貨建取引の為替相

場の変動リスクを回避

する目的で為替予約取

引を行っております。

 (ハ)ヘッジ方針

同 左

 (ハ)ヘッジ方針

同 左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

   リスク管理方針に従

って、為替予約を振当

処理しているため、中

間決算日における有効

性の評価を省略してお

ります。

 (ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

同 左

  

 (ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

   リスク管理方針に従

って、為替予約を振当

処理しているため、決

算日における有効性の

評価を省略しておりま

す。

(8) 消費税等の会計処理

  税抜方式によっており

ます。

(8) 消費税等の会計処理

同 左

(8) 消費税等の会計処理

同 左

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

が可能であり、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同 左

 

同 左



(会計処理の変更) 

 
  

(表示方法の変更) 

 
  

(追加情報) 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年8月9日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――――

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

――――――― (中間連結損益計算書)

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めて表示していたクレーム等損失(前中間連結

会計期間2百万円)については、営業外費用の総額の百分

の十を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年3月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号)に従い、法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に86百万円を

計上しております。

―――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年3月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に197百万円を計上

しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

114,526百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

117,593百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

113,614百万円

※２ (担保資産)

   担保に供している有形固定資

産(全て工場財団抵当として

供されている)

※２ (担保資産)

   担保に供している有形固定資

産(全て工場財団抵当として

供されている)

※２ (担保資産)

   担保に供している有形固定資

産(全て工場財団抵当として

供されている)

建物及び 
構築物

1,916百万円

機械装置及び 
運搬具

1,821

工具器具備品 554

土地 326

計 4,619

建物及び
構築物

1,897百万円

機械装置及び
運搬具

1,542

工具器具備品 454

土地 326

計 4,221

建物及び
構築物

1,766百万円

機械装置及び 
運搬具

1,995

工具器具備品 579

土地 326

計 4,668

   上記に対応する債務    上記に対応する債務    上記に対応する債務

短期借入金 1,186百万円

長期借入金 680

計 1,866

短期借入金 1,105百万円

長期借入金 440

計 1,545

短期借入金 1,119百万円

長期借入金 560

計 1,679

 ３ (偶発債務)

   非連結子会社の金融機関から

の借入金に対して、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。

 ３ (偶発債務)

   非連結子会社の金融機関から

の借入金に対して、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。

 ３ (偶発債務)

   非連結子会社の金融機関から

の借入金に対して、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。

株式会社エム 
ジーアイ

10百万円
株式会社エム
ジーアイ

5百万円
株式会社エム 
ジーアイ

10百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

百万円

 

荷造・運送費 1,000

貸倒引当金 
繰入額

43

給与賃金 1,806

賞与引当金 
繰入額

235

退職給付引当金 
繰入額

357

研究開発費 1,328
 

荷造・運送費 826

貸倒引当金
繰入額

74

給与賃金 1,921

賞与引当金
繰入額

221

退職給付引当金
繰入額

427

研究開発費 1,431

 

荷造・運送費 1,856

貸倒引当金
繰入額

34

給与賃金 3,814

賞与引当金
繰入額

283

退職給付引当金 
繰入額

852

研究開発費
2,621

※２ 固定資産廃棄損の内容は、次

のとおりであります。

機械装置及び 
運搬具

246百万円

工具器具備品 20

計 266



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係

百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係

百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係

百万円

現金及び預金勘定 28,184

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△1,491

現金及び現金 
同等物

26,692

現金及び預金勘定 23,526

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△433

現金及び現金
同等物

23,092

現金及び預金勘定 27,092

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△1,756

現金及び現金
同等物

25,335



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

 

機械装 
置及び 
運搬具

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得 
価額 
相当額

119 266 23 409

減価 
償却 
累計額 
相当額

88 94 11 194

中間 
期末 
残高 
相当額

31 171 11 214

 

機械装 
置及び 
運搬具

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得 
価額 
相当額

119 380 59 559

減価 
償却 
累計額 
相当額

104 161 17 283

中間 
期末 
残高 
相当額

15 218 42 276

 

機械装
置及び
運搬具

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得 
価額 
相当額

119 309 25 453

減価 
償却 
累計額 
相当額

96 124 11 232

期末 
残高 
相当額

23 184 13 221

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同 左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円

１年以内 65

１年超 148

合計 214

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円

１年以内 98

１年超 177

合計 276

② 未経過リース料期末残高相当額

百万円

１年以内 86

１年超 135

合計 221

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同 左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 49

減価償却費相当額 49

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 70

減価償却費相当額 70

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 104

減価償却費相当額 104

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 2 2 △0

② その他 21 26 4

合計 23 28 4

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式(店頭売買株式を除く) 203

債券 0

合計 203

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 3 3 △0

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 203

債券 0

合計 204



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

 なお、先物為替予約を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

 なお、先物為替予約を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

 なお、先物為替予約を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 2 2 0

② その他 21 29 7

合計 23 31 7

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 203

債券 0

合計 204



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループは、電気、通信機器の部品の製造販売を主要事業としており、当該セグメント以外に開

示基準に該当するセグメントはありません。このため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

48,168 48,646 9,650 6,265 112,731 ― 112,731

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

37,860 25,506 117 89 63,574 (63,574) ―

計 86,029 74,152 9,768 6,355 176,305 (63,574) 112,731

営業費用 87,804 69,860 9,646 6,461 173,772 (63,519) 110,253

営業利益(又は△損失) △1,775 4,292 121 △106 2,533 (55) 2,477

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

59,177 45,394 8,337 4,765 117,674 ― 117,674

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

49,183 44,461 76 129 93,851 (93,851) ―

計 108,360 89,856 8,414 4,894 211,526 (93,851) 117,674

営業費用 107,297 88,079 8,281 4,795 208,453 (93,882) 114,571

営業利益 1,062 1,777 133 99 3,072 31 3,103



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

  

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に
対する売上高

113,434 95,905 19,556 10,090 238,988 ― 238,988

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

75,687 58,606 226 224 134,745 (134,745) ―

計 189,122 154,512 19,782 10,315 373,733 (134,745) 238,988

営業費用 191,716 147,796 19,572 10,217 369,302 (134,926) 234,376

営業利益(又は△損失) △2,594 6,715 210 98 4,430 181 4,611



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  

アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 50,689 11,124 9,036 70,850

Ⅱ 連結売上高(百万円) 112,731

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

44.9 9.9 8.0 62.8

アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 52,417 8,830 6,472 67,720

Ⅱ 連結売上高(百万円) 117,674

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

44.5 7.5 5.5 57.5

アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 103,177 21,627 15,312 140,118

Ⅱ 連結売上高(百万円) 238,988

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

43.2 9.0 6.4 58.6



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 1,188.09円 1,217.52円 1,182.74円

１株当たり中間(当期) 
純利益

14.07円 1.75円 14.42円

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

12.19円 1.45円 12.15円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益(百万円) 1,022 126 1,135

 普通株主に帰属しない金額 

 (百万円)
― ― 88

 （利益処分による取締役賞与金） ― ― (88)

 普通株式に係る中間(当期)純利益 

 (百万円)
1,022 126 1,047

 普通株式の期中平均株式数(千株) 72,682 72,678 72,681

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

 普通株式増加数(千株) 11,173 14,836 13,581

（うち転換社債） (11,173) ― (11,142)

（うち新株予約権付社債） ― (14,836) (2,438)



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  株式会社ルネサス北日本セミコ

ンダクタの所有する千歳工場の営

業譲受けについて 

 

(1) 譲受けの趣旨
半導体事業拡大に向け、当社
の持つアナログ技術に譲受け
したデジタル技術を融合する
ことにより、新製品開発の加
速・拡大を実現し、生産規模
の拡大と生産技術向上を図る
ことを目的として譲受けまし
た。

―――――――   当社の連結子会社であるTAIWAN 

MITSUMI CO., LTD.において、固定

費構造の再構築を図り、継続的な

安定収益を確保するために、平成

17年6月15日を退職日とする希望退

職者の募集を行いました。

  特別退職金の支出に伴ない、翌

連結会計年度に特別損失として約6

億円を計上する予定であります。

(2) 譲受けする相手会社の名称

株式会社ルネサス北日本セミ
コンダクタ

(3) 譲受けする事業の内容

半導体製品の前工程の製造

(4) 譲受けた資産   

固定資産 7,114百万円

棚卸資産他 565百万円

(5) 譲受け価額    7,679百万円

但し、譲受け対価のうち土地
を除き、平成16年11月30日の
評価額に基づき、差額調整を
行うこととしております。

(6) 譲受け期日

平成16年12月1日



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

   (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 11,119 10,582 7,552

 ２ 受取手形 3,172 2,076 3,382

 ３ 売掛金 57,216 64,530 60,923

 ４ 材料支給債権 4,024 4,454 3,558

 ５ 棚卸資産 19,136 16,183 15,593

 ６ 繰延税金資産 5,159 1,925 3,572

 ７ その他 2,071 1,332 1,408

 ８ 貸倒引当金 △102 △139 △112

   流動資産合計 101,798 54.3 100,945 53.6 95,879 51.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※1.2

  １ 機械及び装置 15,944 16,999 18,822

  ２ 工具器具備品 6,362 6,060 6,144

  ３ その他 11,682 13,471 13,551

     有形固定資産計 33,988 36,531 38,518

 (2) 無形固定資産 1,476 2,346 1,824

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 33 8 36

  ２ 関係会社株式 26,724 22,129 25,897

  ３ 関係会社 
    出資金

16,169 16,434 16,274

  ４ 繰延税金資産 4,447 7,460 5,513

  ５ その他 3,051 2,672 2,671

  ６ 貸倒引当金 △322 △359 △297

    投資その他の 
    資産計

50,104 48,345 50,094

   固定資産合計 85,570 45.7 87,223 46.4 90,438 48.5

   資産合計 187,369 100.0 188,169 100.0 186,318 100.0



   
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

   (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 7,436 3,964 5,644

 ２ 買掛金 40,348 39,008 38,041

 ３ 短期借入金 ※２ 9,605 10,269 9,333

 ４ 一年内償還 
   予定の転換社債

20,000 ― ―

 ５ 未払法人税等 1,130 632 887

 ６ 賞与引当金 892 1,197 1,209

 ７ その他 7,677 6,618 6,189

   流動負債合計 87,091 46.5 61,692 32.8 61,305 32.9

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付 
   社債

― 20,000 20,000

 ２ 長期借入金 ※２ 8,180 9,815 11,810

 ３ 退職給付引当金 4,348 5,268 4,855

 ４ 役員退職慰労 
   引当金

932 758 1,008

   固定負債合計 13,461 7.2 35,842 19.0 37,673 20.2

   負債合計 100,552 53.7 97,534 51.8 98,978 53.1

   (資本の部)

Ⅰ 資本金 29,912 16.0 29,912 15.9 29,912 16.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 32,272 32,272 32,272

   資本剰余金合計 32,272 17.2 32,272 17.2 32,272 17.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,505 1,505 1,505

 ２ 任意積立金 1,614 ― 1,614

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

21,525 26,964 22,048

   利益剰余金合計 24,645 13.1 28,470 15.1 25,169 13.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2 0.0 △0 △0.0 4 0.0

Ⅴ 自己株式 △17 △0.0 △21 △0.0 △20 △0.0

   資本合計 86,816 46.3 90,634 48.2 87,339 46.9

   負債・資本合計 187,369 100.0 188,169 100.0 186,318 100.0



② 【中間損益計算書】 

  
 

  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 106,746 100.0 112,528 100.0 226,428 100.0

Ⅱ 売上原価 100,057 93.7 104,213 92.6 213,084 94.1

   売上総利益 6,688 6.3 8,314 7.4 13,343 5.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

6,081 5.7 6,326 5.6 12,359 5.5

   営業利益 606 0.6 1,988 1.8 984 0.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,141 2.0 2,956 2.6 4,162 1.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 453 0.4 450 0.4 1,072 0.4

   経常利益 2,294 2.2 4,494 4.0 4,075 1.8

Ⅵ 特別利益 ※３ ― ― 258 0.2 135 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 171 0.2 ― ― 438 0.2

   税引前中間 
   (当期)純利益 

2,123 2.0 4,753 4.2 3,771 1.7

   法人税、住民税 
   及び事業税 

764 570 1,369

過年度法人税、 
住民税及び事業税
還付額

△34 ― △34

   法人税等調整額 248 978 0.9 △297 273 0.2 769 2,103 1.0

中間(当期)純利益 1,144 1.1 4,479 4.0 1,668 0.7

   前期繰越利益 20,380 22,485 20,380

   中間(当期) 
   未処分利益

21,525 26,964 22,048



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式：移動平均法に

基づく原価法

  その他有価証券

  時価のあるもの：中間

決算末日の市場価格等

に基づく時価法

  (評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの：移動

平均法に基づく原価法

(1) 有価証券

同 左

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式：移動平均法に

基づく原価法

  その他有価証券

  時価のあるもの：決算

期末日の市場価格等に

基づく時価法

  (評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの：移動

平均法に基づく原価法

(2) 棚卸資産

  商品:移動平均法に基

づく原価法

  製品、仕掛品：総平均

法に基づく原価法

  原材料、貯蔵品:最終

仕入原価法に基づく原

価法

(2) 棚卸資産

  商品:移動平均法に基

づく原価法

  製品、仕掛品：総平均

法に基づく原価法

  原材料、貯蔵品:主と

して最終仕入原価法に

基づく原価法

(2) 棚卸資産

同 左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物付属設備を除

く)については、定額

法によっております。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

    建物・
    構築物  15～38年
    機械及び
    装置   ５～10年
    工具器具
    備品   ２～８年

(1) 有形固定資産

     同 左

(1) 有形固定資産

     同 左

(2) 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

    自社利用の

    ソフトウェア ５年

(2) 無形固定資産

同 左

(2) 無形固定資産

同 左

――――― (3) 長期前払費用

  定額法によっておりま

す。 

なお、償却期間は5年

であります。

(3) 長期前払費用

同 左

  

３ 繰延資産の処理方

法

――――― ――――― 社債発行費は支出時に全額

費用として処理しておりま

す。

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権

については個別に回収

可能性を検討し、回収

不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同 左

(1) 貸倒引当金

同 左 

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支出に備えるため、賞

与支給見込額のうち当

中間会計期間に対応す

る金額を引当計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同 左

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支出に備えるため、賞

与支給見込額のうち当

期に対応する金額を引

当計上しております。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

  なお、会計基準変更時

差異(11,599百万円の

うち、退職給付信託設

定による償却額2,279

百万円を除いた残額

9,320百万円)について

は、15年による按分額

を費用処理しておりま

す。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

それぞれ翌期より費用

処理しております。

(3) 退職給付引当金

同 左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してお

ります。

  なお、会計基準変更時

差異(11,599百万円の

うち、退職給付信託設

定による償却額2,279

百万円を除いた残額

9,320百万円)について

は、15年による按分額

を費用処理しておりま

す。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

それぞれ翌期より費用

処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員

退職慰労金に関する内

規に基づく中間会計期

間末要支給額を引当計

上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同 左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員

退職慰労金に関する内

規に基づく期末要支給

額を引当計上しており

ます。

５ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同 左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

６ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同 左 同 左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  先物為替予約を行って

おり、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権に

ついては、振当処理を行

っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同 左

(1) ヘッジ会計の方法

同 左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

(ヘッジ手段)為替予約
(ヘッジ対象)外貨建金銭債権

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同 左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同 左

(3) ヘッジ方針

  外貨建取引の為替相場

の変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行

っております。

(3) ヘッジ方針

同 左

(3) ヘッジ方針

同 左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  リスク管理方針に従っ

て、為替予約を振当処理

しているため、中間決算

日における有効性の評価

を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同 左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  リスク管理方針に従っ

て、為替予約を振当処理

しているため、決算日に

おける有効性の評価を省

略しております。

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

   消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており

ます。

 消費税等の会計処理

同 左

 消費税等の会計処理

同 左

  



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年8月9日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号)を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――



追加情報 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に79百万円を計上

しております。

――――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に184百万円を計上し

ております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の

   減価償却累計額 78,646百万円 82,794百万円 80,889百万円

※２ 担保に供してい

る有形固定資産

   (全て工場財団

抵当として供さ

れている) 

    

上記に対応する

債務 

 

 

機械及び
装置

1,821百万円

工具器具
備品

554

その他 2,243

計 4,619

短期借入金 1,186百万円

長期借入金 680

計 1,866

 

 

機械及び
装置

1,542百万円

工具器具
備品

454

その他 2,224

計 4,221

短期借入金 1,105百万円

長期借入金 440

計 1,545

 

 

機械及び 
装置

1,995百万円

工具器具 
備品

579

その他 2,093

計 4,668

短期借入金 1,119百万円

長期借入金 560

計 1,679

 ３ 偶発債務

   保証債務(関係

会社等の金融機

関からの借入金

及び外国為替限

度保証)は右の

とおりでありま

す。

 

(被保証会社名)

㈱エムジーアイ 10百万円
その他１社 2
計 12

 

(被保証会社名)

㈱エムジーアイ 5百万円
その他1社 2
計 7

 

(被保証会社名)

㈱エムジーアイ 10百万円
その他1社 2
計 12



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主

   要項目

    受取利息

百万円

18

 

百万円

41

 

百万円

50

    関係会社受取
    配当金

    為替差益

1,661

369

2,481

342

3,952

―

※２ 営業外費用の主

   要項目

 

百万円

 

百万円

 

百万円

    支払利息 96 160 231

    為替差損 ― ― 4

    治工具・金型
    等除却損 333 212 541

※３ 特別利益の主要

   項目

 

百万円

 

百万円

 

百万円

    前期損益 

 修正益
― ― 135

    関係会社 

 清算益
― 258 ―

※４ 特別損失の主要

   項目

 

百万円

 

百万円

 

百万円

    棚卸資産
    廃棄損

121 ― 121

    過年度特許権
    使用料

50 ― 50

    機械及び装置 
 廃棄損

― ― 246

    工具器具備品
    廃棄損

― ― 20

 ５ 減価償却実施額

    有形固定資産

    無形固定資産

百万円

3,736

283

百万円

4,137

419

百万円

8,672

619



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

機械 
及び 
装置

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額

相当額
53 
 

266 
 

23 
 

343
 

減価償却

累計額

相当額

36 94 11 142

中間

期末残高

相当額

17 171 11 200

機械 
及び 
装置

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額

相当額
53 
 

380
 

59
 

493
 

減価償却

累計額

相当額

44 161 17 224

中間

期末残高

相当額

8 218 42 269

機械 
及び 
装置

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額

相当額
53
 

309 
 

25 
 

387
 

減価償却

累計額

相当額

40 124 11 176

期末残高

相当額

12 184 13 211

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同 左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円
１年以内 58
１年超 142
合計 200

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円
１年以内 91
１年超 177
合計 269

② 未経過リース料期末残高相当額

百万円
１年以内 78
１年超 132
合計 211

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同 左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円
支払リース料 32
減価償却費相当額 32

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円
支払リース料 53
減価償却費相当額 53

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円
支払リース料 70
減価償却費相当額 70

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 株式会社ルネサス北日本セミコン

ダクタの所有する千歳工場の営業譲

受けについて

「１ 中間連結財務諸表等」におけ

る（重要な後発事象）に記載してあ

るとおりであります。

――――― ―――――



(2) 【その他】 

特記事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第60期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

ミツミ電機株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６

年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１６年１２月１日に株式会社ルネサス北日本セミコンダクタの

所有する千歳工場の営業を譲り受けた。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 
  

平成１６年１２月６日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

 業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

 

ミツミ電機株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 
  

 

平成１７年１２月２日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

ミツミ電機株式会社 

 
  
 

  
 

   

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成１６

年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１６年１２月１日に株式会社ルネサス北日本セミコンダクタの

所有する千歳工場の営業を譲り受けた。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

  

 

平成１６年１２月６日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

ミツミ電機株式会社 

 
  
 

  
 

   

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６１期事業年度の中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

  

 

平成１７年１２月２日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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